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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-別添 1-1 火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添 1-1」

という。）に示すとおり，二酸化炭素消火設備制御盤が設計用地震力に対して十分な構造強度及

び電気的機能を有しており，火災を早期に感知する機能を保持することを確認するものである。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

二酸化炭素消火設備制御盤の構造計画を表 2-1 に示す。 

また，二酸化炭素消火設備制御盤における基礎ボルトの構造強度評価モデルの諸元を表 2-2

に示す。 

なお，二酸化炭素消火設備制御盤は，火災が発生している火災区域又は火災区画からの火災

の火炎及び熱による直接的な影響のみならず，煙，流出流体，爆発等の二次的影響を受けず，

火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさないように設置する。 
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表 2-1 構造計画 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
基礎・支持構造 主体構造 

二酸化炭素消

火設備制御盤 

二酸化炭素消火設

備制御盤は，基礎

ボルトにより，建

屋躯体に据え付け

る。 

二酸化炭素消火

設備制御盤 

（壁掛型） 

 

 

表 2-2 構造強度評価モデルの諸元 

項目 記号 単位 入力値 

ボルトの軸断面積 Ａｂ mm2 

ボルトの呼び径 ｄ mm 

重力加速度 ｇ m/s2 

取付面から重心までの距離 ｈ１ mm 

重心と下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛型）  １ mm 

上側ボルトと下側ボルト間の鉛直方向距離（壁掛型）  ２ mm 

左側ボルトと右側ボルト間の水平方向距離（壁掛型）  ３ mm 

盤の質量 ｍ kg 

ボルトの本数 ｎ － 6 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（鉛直方向）（壁掛型） 
ｎｆＶ － 2 

評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 

（水平方向）（壁掛型） 
ｎｆＨ － 3 

 

  

二酸化炭素消火設備

制御盤 

建屋躯体 

基礎ボルト 

9
0
0 

300 

（単位：mm） 

鉛直方向 

水平方向 
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3. 固有周期 

3.1 解析方法 

二酸化炭素消火設備制御盤の固有周期は，添付書類「別添 1-1 4. 固有周期」に示す算出

方法に基づき,正弦波掃引試験により算出する。 

 

3.2 固有値解析結果 

二酸化炭素消火設備制御盤の固有値解析結果を表 3-1 に示す。 

表 3-1 より，二酸化炭素消火設備制御盤の固有周期は， であり剛であることを確

認した。 

 

表 3-1 固有値解析結果 

機器名称 方向 固有周期 

二酸化炭素消火設備制御盤 

鉛直 

水平 

 

3.3 設計用地震力 

二酸化炭素消火設備制御盤の耐震計算に用いる設計用地震力については，添付書類「Ⅴ-2-1-

7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

  

（単位：s）
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

二酸化炭素消火設備制御盤は，添付書類「別添 1-1 5.2 構造強度評価」に示す評価方針に

従い，構造強度評価を実施する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

構造強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，添付書類「別添 1-1 3.1 荷重及び荷重の

組合せ」に示す荷重及び荷重の組合せを使用する。 

 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

構造強度評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態は，二酸化炭素消火設備制御盤の

評価対象部位ごとに設定する。荷重の組合せ及び許容応力状態を表 4-1 に示す。 

 

4.2.2 許容応力及び許容応力評価条件 

二酸化炭素消火設備制御盤の基礎ボルトにおける許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能

維持の基本方針」に基づき表 4-2 に示す。 

また，基礎ボルトの許容応力評価条件を表 4-3 に示す。 
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荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
設
計
上
の
 

重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

そ
の
他
発
電

用
原
子
炉
の

附
属
施
設
 

火
災
防
護
 

設
備
 

二
酸
化
炭
素
 

消
火
設
備
制
御
盤
 

Ｃ
 

－
＊
 

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
 
＊
：
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
を
適
用
す
る
。
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許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界
（
ボ
ル
ト
等
）
＊
1
，
＊
2
 

一
次
応
力
 

引
張
り
 

せ
ん
断
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5
・
ｆ
ｔ
 

1
.
5
・
ｆ
ｓ
 

注
記
 
＊
1：
応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2
：
当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能

で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
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応
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評
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条
件
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設
計
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象
施
設
）
 

評
価
対
象
 

部
位
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(
℃
) 

Ｓ
ｙ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｆ
 

(
M
P
a
) 

基
礎
ボ
ル
ト
 

S
S
4
0
0 

(
径
≦
16
 
m
m)
 

4
0
 

（
雰
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気
温
度
）
 

2
4
5 

4
0
0 

2
8
0 

＊

＊
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5. 機能維持評価 

5.1 電気的機能維持評価方法 

二酸化炭素消火設備制御盤は，添付書類「別添 1-1 5.3 機能維持評価」に示す評価方針に

従い，機能維持評価を実施する。 

なお，機能確認済加速度には，対象機器の加振試験において電気的機能の健全性を確認した

最大加速度を適用する。 
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6. 評価結果 

二酸化炭素消火設備制御盤の構造強度評価結果及び機能維持評価結果を以下に示す。なお，発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度及び電気的機能を有して

いることを確認した。  

  

(1) 構造強度評価結果  

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。  

  

(2)  機能維持評価結果  

電気的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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）
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計
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設
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制
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8
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Ｃ
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1
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作
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価
部
位
 

Ｆ
ｂ
 

Ｑ
ｂ
 

二
酸
化
炭
素
 

消
火
設
備
制
御
盤
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

 6
.4
 
結
論
 

6
.
4
.
1 
構
造
強
度
評
価
結
果
 

機
器
名
称
 

評
価
部
位
 

材
料
 

応
力
分
類
 

発
生
応
力
 

許
容
応
力
 

二
酸
化
炭
素
消
火
設
備
 

制
御
盤
 

基
礎
ボ
ル
ト
 

S
S
4
0
0 

引
張
応
力
 

σ
ｂ
＝
4 

ƒ ｔ
ｓ
＝
1
6
8
*  

せ
ん
断
応
力
 

τ
ｂ
＝
3 

ƒ ｓ
ｂ
＝
1
2
8 

注
記
 
＊
：

ƒ ｔ
ｓ
 ＝
M
i
n[
1
.4
・

ƒ ｔ
ｏ
－
1.
6
・
τ
ｂ
ｉ
，
 
ƒ ｔ
ｏ
]
よ
り
算
出

 

発
生
応
力
は
す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。

 

 

6
.
4
.
2 
電
気
的
機
能
維
持
評
価
結
果
 

機
器
名
称
 

据
付
場
所
及
び
 

床
面
高
さ
 

（
m
）
 

機
能
確
認
済
加
速
度
と
の
比
較
 

水
平
 

鉛
直
 

評
価
用
 

加
速
度
 

機
能
確
認
済
 

加
速
度
 

評
価
用
 

加
速
度
 

機
能
確
認
済
 

加
速
度
 

二
酸
化
炭
素
消
火
設
備
制
御
盤
 

原
子
炉
建
屋
 

付
属
棟
 

E
L
.
8
.
20
*  

0
.
9
2 

4
.
0
0 

0
.
8
0 

3
.
0
0 

注
記
 
＊
：
建
屋
壁
に
固
定
し
て
い
る
た
め
，
設
置
フ
ロ
ア
上
階
の
設
備
評
価
用
床
応
答
曲
線
を
用
い
る
。
 

評
価
用
加
速
度
（
1
.
0
ZP
A
）
は
す
べ
て
機
能
確
認
済
加
速
度
以
下
で
あ
る
。

 

（
単
位
：
M
Pa
）
 

（
×
9
.8
 
m/
s
2
）
 

（
単
位
：
N）
 




